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愛媛県の社会基盤の現状と今後の取り組み 

 

 

１．はじめに（平成 27 年の念頭にあたって） 

昨年（平成 26 年）は、長年の念願であった本四高速への全国共通料金が導入された。ま

た、「しまなみ海道」では、自転車通行料金の無料化が実現し、10 月に開催した国際サイク

リング大会も大成功で、「サイクリストの聖地」としての認知も大きく拡がった一年であっ

た。 

今年（平成 27 年）は、南海トラフ地震などの大規模災害に対し、県民が安全で安心して

暮らせるよう、特に、「命の道」となる四国８の字ネットワークの早期整備・ミッシングリ

ンクの解消をはじめ、緊急輸送道路の整備や津波対策、土砂災害対策など、「防災・減災対

策を柱に」一層の取り組みを進めていきたい。 

また、この他にも課題は山積している。２年後の「えひめ国体」に向け、メイン会場と

なる総合運動公園の整備や、高度経済成長期に整備された社会インフラの老朽化対策など、

このような地域にとって必要な社会資本整備に鋭意取り組むこととしている（図１）。 

図 1平成 27 年の念頭にあたって 

 

 

２．愛媛県の現状 

（１）災害リスクの増大 

南海トラフ地震は、今後 30 年間に 70％の確率で発生し、愛媛県内 13 市町において

最大震度が７、甚大な被害が発生すると想定されている（図２左）。 

また、集中豪雨などによる愛媛県の土砂災害の発生件数は、全国と比べ３倍となって

いる。昨年（平成 26 年）７月の豪雨では、松山市中島で土石流が発生し、市の水道施

設などが損壊した（図２右）。 
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図２ 災害リスクの増大 

 

（２）厳しい財政状況と人口減少 

愛媛県の土木部予算の推移を見ると、平成７年度をピークに年々減少し、平成 26 年度

は７１９億円の予算で、ピーク時のわずか３割である。それでも、近年、補正予算もあ

ったが、ようやく下げ止まったかという状況にある（図３左）。 

一方、本格的な人口減少社会に向けての対策のため、愛媛県では、平成 26 年末、知事

をトップとした「人口問題総合戦略本部」を設置し、平成 27 年 12 月までに、ビジョン

を策定することを目指している（図 3右）。 

図３ 厳しい財政状況と人口減少 

 

 

３．愛媛県における今後の取り組み方針 

災害リスクの増大、地域活力の衰退など、愛媛県で抱える多くの課題を踏まえ、 

○県民の生命財産を守る「防災・減災対策」 

○広域交通ネットワークの整備による「交流・連携の促進」 

○既存のストックの有効利用・ソフト対策による「地域活性化対策」 

○社会インフラの戦略的な「老朽化対策」 

などの社会資本整備に取り組んでいく方針である（図４）。 
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図４ 今後の取り組み方針 

 

 

（１）防災・減災対策 

海岸の津波対策については、国から示された津波対策の基本的な考え方を踏まえ、比較

的発生頻度の高い「レベル１津波」は、堤防などのハード整備により対応し、発生頻度

の低い最大クラスの「レベル２津波」は、住民避難などのソフト対策を中心に対応する。 

現在、施設整備の方針を定めた「海岸保全基本計画」の改定作業中であり、津波被害の

影響や背後地の重要度等を踏まえ、緊急度の高い箇所から整備を進める（図５左）。 

 

河川における治水対策については、愛媛県管理河川は、1,157 河川、総延長が全国６位

と、多くの河川を抱えており、整備率は 44.9％とまだまだ低い状況である。 

このため、「ハード対策」としては、浸水被害が多発している河川に重点化するととも

に、堤防などの地震・津波対策を進めている。 

一方、「ソフト対策」としては、平成 27 年度から、県内 10 河川で監視カメラによる河

川状況の画像の提供や、より詳しい浸水想定区域図を９河川で作成する予定である。住

民の方々に提供する河川防災情報の充実を図り、被害の軽減に取り組んでいく（図５右）。 

図５ 海岸の津波対策・河川の治水対策 
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土砂災害対策については、愛媛県の土砂災害危険箇所は 15,190 箇所と非常に多く、ハ

ード・ソフト両面から対策に取り組んでいる。 

「ハード対策」としては、砂防堰堤などの整備を行っているが、昨年（平成 26 年）７

月には松山市中島で発生した土石流を砂防堰堤が受け止め、下流人家等に被害もなく効

果を発揮した。しかしながら、ハードの整備率は、約 30％と低く、人家が多い箇所や老

人ホーム等の保全箇所を重点的に整備している。 

「ソフト対策」としては、その柱となる土砂災害警戒区域等の指定に取り組んでいると

ころであるが、昨年（平成 26 年）11 月、広島の土砂災害を踏まえた土砂災害防止法の

改正が行われた。愛媛県の土砂災害警戒区域指定率は約 15％と非常に低いことから、今

後は、基礎調査の早期完了（5年以内）を目指すとともに、警戒区域の指定に、全力で

取り組んでいく（図６左）。 

 

道路の防災対策については、愛媛県では、災害に強い道路網を確保するため、法面対策、

橋梁耐震対策、トンネル保全対策を実施している。 

昨年（平成 26 年）も、写真のように、法面崩壊を原因とした全面通行止めが発生して

おり、その対策は急務となっている。しかし、対策が必要な箇所は約 2,500 箇所と多く、

対策に長い期間を要するため、「災害時の緊急活動を支える緊急輸送道路」「原発避難道路」

「津波避難道路」などを優先して整備を進めている。これらの平成 25 年度末での進捗率

は、全体で 60％となっており、このうち緊急輸送道路については 83％の進捗率で、平成

30 年代前半の完了を目標としている（図６右）。 

図６ 土砂災害対策・道路の防災対策 

 

災害に強いまちづくりの観点から、県内 14 の都市計画区域マスタープランの見直しを、

平成 26～27 年度に実施することとしている。「四国中央」都市計画区域マスタープラン

がトップバッターとなり、現在、説明会などを実施しているところ。①市街地建造物の

「燃えにくい構造」への転換、②避難・緊急支援物資の輸送施設整備、などの視点から、

「災害に強いまちづくり」を、県と市町が協働して進めていく（図７左）。 
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港湾の耐震強化岸壁は、大規模地震の際に、発生直後から緊急物資等の輸送や、経済活

動のために利用ができるよう、液状化対策や土圧に対する岸壁の抵抗力を強化するなど

の対策を講じて「耐震性」を強化した岸壁である。愛媛県地域防災計画において、県管

理の５港湾、市町管理の３港湾、あわせて８港湾を防災拠点となる港湾として位置付け

て、施設の整備に努めている（図７右）。 

図７ 災害に強いまちづくり・港湾の耐震強化岸壁 

 

 

（２）交流・連携の促進 

「四国８の字ネットワーク」については、現在、愛媛県には、まだ繋がっていない、い

わゆるミッシングリンクとなっている区間が３つある。１つ目は、四国８の字ネットワ

ークの愛媛県と高知県との県境部分、２つ目は、本州から、しまなみ海道を経て四国８

の字ネットワークへと繋がる今治小松自動車道、３つ目は、東九州自動車道から、九州

とのフェリー航路を介して、四国８の字ネットワークへと連絡する大洲八幡浜自動車道

である。 

これらミッシングリンクの早期解消は、四国と、中国・九州地域における、大規模災害

時の広域支援や、人流・物流などの交流促進に極めて重要である。とりわけ、１つ目の

愛媛県と高知県の県境部分、３つ目の大洲八幡浜自動車道は、事業の未着手区間が残さ

れているので、早期の事業化が最優先の課題であると考えている（図８）。 

図８ 四国８の字ネットワークのミッシングリンク早期解消 
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（３）地域活性化対策 

  愛媛県では、知事を筆頭に、自転車新文化を提唱し、『愛媛マルゴト自転車道』を強力

に推進しているところである。コース整備については、新たに自転車道を設けるわけで

はなく、今ある道路を活用することが一つの特長であり、県内 20 全ての市町と連携し、

国の協力を得ながら、平成 25 年度からの５年間で、26 コースを整備することとしてい

る。現在、ブルーライン、注意喚起看板、多言語表記の案内板の設置など、ハードとソ

フトの両面から取り組んでいる。来年度（平成 27 年度）以降も、更に加速させていく予

定である（図９左）。 

また、平成 26 年 10 月、「しまなみ海道」と、世界５位のサイクリングコースに選ばれ

たこともある台湾・日月潭（にちげつたん）との間で、姉妹自転車道協定を締結し、更

なる交流を深めている。 

さらに、平成 26 年４月からは、マイクロソフト社と共同で「愛媛マルゴト自転車道サ

ービスサイト」を開設し、動画機能によるコース紹介などの情報サービスを提供してい

る。 

愛媛県では、今後、第２ステージとして、サイクリストの聖地「しまなみ海道」から、

更に、県全体を「サイクリング・パラダイス」へと発展させていくことを目指している

（図９右）。 

 

図９ 愛媛マルゴト自転車道 

 

 

（４）社会資本の老朽化対策 

愛媛県が管理する橋梁、トンネル、公園施設について、建設年次別の施設数をグラフ化

したものを見ると、橋梁は 1960 年代から、トンネルや公園施設は 1970 年代から急速に

数が増えている。高齢化した施設が加速度的に増加していく時期に差しかかっている（図

10）。 
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図 10 愛媛県における社会資本整備の経過 

 

また、建設後 50 年以上経過する施設の割合は増加しており、道路橋、トンネル、河川

管理施設、港湾岸壁、いずれも 20 年後には、全体の半数以上が建設後 50 年を経過する

こととなる（図 11 左）。 

主な愛媛県管理施設の点検結果の集計を見ると、予防保全的な修繕も含め何らかの修繕

が必要と判断された割合は、河川の水門・樋門で 82％、施設で 39％、橋梁や県営住宅で

は 63％に上るなど、多くの施設で修繕が必要な状況となっている（図 11 右）。 

図 11 建設後 50 年を経過する施設の増加・点検結果 

 

社会資本の長寿命化計画に関しては、国が策定した「基本計画」のもと、国や自治体が

策定する「行動計画」、そして更にその下に「個別施設毎の長寿命化計画」という体系で、

長寿命化計画を作っていくこととなる。 

自治体版の行動計画である「公共施設等総合管理計画」は、全国の県・市町村ごとに策

定していく必要があるが、総務省から示された指針では、維持管理・修繕・更新等に係
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る中長期的な経費の見込みなどを含め、少なくとも 10 年以上の計画期間で定めることと

なっている。愛媛県では、平成 28 年度までに、この計画を策定する予定である（図 12）。 

図 12 公共施設等総合管理計画の策定 

 

愛媛県では、これまで、橋梁、河川の水門・樋門、県営住宅などについて、個別施設の

長寿命化計画を策定してきた。現在は、海岸の水門・樋門、港湾の係留施設、公園施設の 

計画策定に取り組んでいる。また、点検・修繕等の結果を踏まえて、長寿命化計画を見直

していくことも重要である（図 13 左）。 

各施設の点検の頻度については、例えば、道路の橋梁やトンネルなどは、５年に１回の

近接目視、河川の水門や樋門などは１年に１回以上の頻度で点検が義務付けられている

（図 13 右）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 長寿命化計画の策定・各施設の点検 

 

道路分野の取組み例を見ると、愛媛県内の道路橋は約１万３千橋あるが、このうち約７

割の９千橋が市町の管理である。昨年（平成 26 年）６月、「愛媛県道路メンテナンス会議」

が設立されており、国・県・市町等の道路管理者が、しっかり連携して取り組んでいくこ

とが必要である。特に、愛媛県では、市町が管理する橋梁の点検を、受託して一括発注す
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ることを始めている。平成 26 年度は４町、平成 27 年度は一部トンネルを含めて 10 市町

を予定している。 

なお、メンテナンスサイクルをしっかり回していくためには、ＩＣＴの活用、新技術の

導入などにも、積極的に取り組むことが重要である（図 14）。 

図 14 道路分野の取組み例 

 

老朽化による事故が発生すれば、管理瑕疵を問われることもある。施設の老朽化を放置

すれば、事故は、いつ起こってもおかしくないことを、我々は、改めて肝に銘じておく必

要がある。 

また、愛媛県の橋梁の長寿命化計画において、全 2,700 橋の今後 50 年間における修 

繕・更新費を試算しているが、従来の「事後保全型」管理の場合に比べて、「予防保全型」

管理にすれば、費用は 84％安く済む。トータルコストの縮減・平準化の観点からも、適

時・的確な点検と修繕を行っていくことが重要である（図 15）。 

図 15 安全性の確保とトータルコスト縮減 
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４．愛媛県の社会資本を支える担い手の確保・育成 

愛媛県内の建設業許可業者数と就業者数を見ると、業者数も就業者数も、この十数年で、

20％から 30％のオーダーで減っている（図 16 左上）。 

中でも特に、若手の就業者の減少は顕著で、30 歳未満の就業者数は、10 年前に比べて、

59％も減っており、深刻な状況にある（図 16 右上）。 

 建設機械の保有台数についても、約６割減っている（図 16 左下）。 

愛媛県の職員を見ても、10 年前と比べ、土木職員の数は 26％減少する中で、40 歳未満の

職員数は 51％減、半分以下に減っている状況にある（図 16 右下）。 

愛媛県の社会資本の整備・維持管理、また、大規模災害への備えを考えたとき、肝心な「担

い手」がいなければ元も子もなく、極めて深刻な現状の課題である。 

図 16 愛媛県の社会資本を支える担い手 

 

このような課題を抱える中、県では、社会インフラを支える「担い手確保・育成」に、 

積極的に取り組んでいきたいと考えている。 

入札契約における主な対策として、中長期的な担い手の確保・育成に取り組む建設業者

を支援するため、若手技術者や女性について、総合評価落札方式や格付けにおいて、積極

的に評価を行う取り組みを進めていくこととしている。また、社会保険等の未加入は、若

年者をはじめとする入職者減少の一因となっているため、県発注工事の入札から排除する

などの対策を講じている（図 17 左）。 

建設業界における若年者の入職促進・人材育成を支援するため、「建設業若年者入職促

進・人材育成事業」を、平成 26 年度から実施している。 

また、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」改正を踏まえて、 

① 受注者が適正な利潤を確保できるような予定価格の設定、 

② 発注や施工時期の平準化、 
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③ 受注者との情報共有や協議の迅速化、 

④ 調査・設計業務の品質確保、 

に資する取り組みを進めることとしている。 

 そして、愛媛の行政・民間双方の技術者を対象に、技術力の向上を図る取り組みとして、

このメンテナンスエキスパート養成講座への積極的な参加や、技術研修の開催など、より

一層、講習・研修の充実を図っていきたいと考えている（図 17 右）。 

図 17 愛媛県の社会資本を支える担い手の確保・育成 

 

 

５．おわりに（「愛媛のインフラは愛媛の技術者が守る」という決意を） 

最後になるが、我々技術者の責務は、将来をしっかり見据えつつ、地域に必要な社会基

盤をつくり、適確に維持管理をしていくことによって、社会を支えていくことにある。 

そのためには、今回の「メンテナンス・エキスパート」のような技術者の育成と、技術

力の向上・研鑽が不可欠である。 

本日ご参加の皆様には、ぜひ、「愛媛のインフラは愛媛の技術者が守る」という強い決意

を持ち、愛媛のインフラ、そして愛媛の地域をしっかり支えていただくようお願いしたい

（図 18）。 

図 18 愛媛県における今後の社会資本整備・維持管理に向けて 


